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各省業務の実施状況の「評価･監視」

国民からの相談の「受付・解決」 

【政策評価・独立行政法人評価委員会】 

独立行政法人の組織・業務の「評価」

政策

評価 

行政評価局調査 

の拡充 

行政評価機能の抜本的強化方策の概要 
＜「行政評価等プログラム」のポイント＞ 

平成 2２年４月 

総  務  省 

○ 政務三役を中心としたオープンな議論を経て 「行政評価等プログラム」（毎年度定める局の業務運営方針）に盛り込み （順次、政令等改正）  
● 現行制度の枠組みを超えた検討が必要となる組織・体制、法制度等の中期的課題について、引き続き検討 
※ 具体化・実行に当たっては、年金記録問題の早期解決への対応方策の検討に協力し、状況変化に留意して柔軟・適切に対応 

【行政評価局の各機能】 【機能強化の方向】

(※プログラムの該当頁を注記）

・情報公開に関するガイドライン新設 

・成果志向の目標設定の推進（政策達成目標明示制度との連携） 

・事前評価の拡充（租税特別措置等） 

・予算編成に資する政策評価の推進（予算編成に関連が深いものに

点検対象を特化等） 

・国民からの行政評価局調査のテーマ公募 
・行政相談を端緒とした行政評価局調査の実施 
・行政苦情救済推進会議の制度・行政運営改善提言機能の積極的
活用 

各省の情報公開徹底促進

真に役立つ機能への重点化

国民視点の徹底 

・閣議等の議論を通じた調査の推進、必要に応じ「内閣総理大臣へ
の意見具申」権限の行使（確証把握の充実･実効性確保、改善措置
状況のフォローアップ） 

・「行政評価局調査」機能の多様化（「機動調査チーム」の設置、調査
の迅速化、常時監視活動の展開、必要に応じ追加調査の実施等） 

・政務三役、有識者のオープンな議論を経て、調査テーマ選定（内閣
の重要方針を踏まえ、国民の関心が高く、タイムリーに機能を
発揮できるもの等） 

《機能強化の視点》 

「いのちを守る」政策の実現に向け、新たなパラダイム、ダイナミズムに対応しているかどうか、以下の点を重視し、聖域なく、行政運営を見直し 

○ 国民視点に立った行政のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽやｱｳﾄｶﾑ（国民に対する成果） ［ｱｳﾄｶﾑに着目した目標設定の徹底、「行政評価局調査」を拡充し行政ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの改革・改善を積極的に指摘 等］

○ 公開度・説明度（説明責任）の徹底 ［政策評価に関するバックデータの公表により外部検証可能性を確保、「行政評価局調査」の実施に当たっての視点として重視 等］ 

○ 国民との対話・協働 ［成果目標やその達成状況を明らかにし、国民的議論を喚起、国民からの調査テーマ公募、行政相談を端緒とした調査の実施 等］ 

各省が行う評価の「推進」 

各省が行う評価の「チェック」 

複数府省にまたがる政策の「評価」 

・独立行政法人の抜本的な見直しについて行政刷新会議と連携 
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【主な方策】 


